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平成２７年度（2015年度）県税決算の概要 
 

県税収入総額は、１，５５９億４，９８８万円 

（対前年度 ＋約１１４億円 ＋７．９％） 
【特徴】 

税率引上げの影響により地方消費税が大幅に増収となったこと、地方法人

課税の偏在是正措置の見直しの影響などにより法人二税が増収となったこ

となどから、総額で前年度（1,445億 4,813万円）を１１４億１７５万円上

回った。 

１．概要 

  ○個人県民税 約５３４億円（対前年度  ＋７億円  ＋１．３％） 
    納税義務者数および一人当たり税額の増により、個人県民税均等割・所得割が前年

度を上回った。 

 

  ○法人二税  約４１３億円（対前年度 ＋１５億円  ＋３．８％） 
    地方法人課税の偏在是正措置の見直しの影響に加え、円安が持続している中で

輸出関連企業を中心に企業業績が堅調に推移し、特に情報通信機械製造業等

が好調であったことなどにより、前年度を上回った。 

 

  ○地方消費税 約２１０億円（対前年度 ＋９１億円 ＋７７．２％） 
    税率引上げの影響により、前年度を大幅に上回った。 

 

  ○その他諸税 約４０２億円（対前年度 ＋１億円 ＋０．２％） 
 

 収入未済額の状況 

   平成２７年度 平成２６年度 対前年度 

収入未済額 ３８億１５百万円 ３９億６９百万円  △１億５４百万円 

徴収率 現年度課税分    ９９．１％    ９９．０％    ＋０．１ Ｐ 

滞納繰越分    ３１．９％    ３１．４％    ＋０．５ Ｐ 

計    ９７．４％    ９７．１％    ＋０．３ Ｐ 

 

 ◎実質的な収入未済額（※法により認められた徴収猶予分を除いた額） 

   平成２７年度 平成２６年度 対前年度 

実質的な収入未済額 ３０億３８百万円 ３１億６５百万円  △１億２７百万円 



県税決算額の税目別内訳

個人県民税

534億4,958万円

（34.3%）

法人二税

413億2,736万円

（26.5%）

地方消費税

209億9,950万円

（13.5%）

自動車税

180億2,749万円（11.6%）

軽油引取税

121億 781万円（7.8%）

不動産取得税

36億6,367万円（2.3%）

自動車取得税

16億2,439万円（1.0%）

県たばこ税

15億6,745万円(1.0%）

個人事業税

13億8,130万円

（0.9%）

県民税利子割

6億1,350万円

（0.4%）

ゴルフ場利用税

11億1,876万円

（0.7%）

総額
1,559億
4,988万円
（100％）

その他の税
6,907万円
（0.0%）
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県税決算額の推移

 

・平成19年度は所得税から住民税への税源移譲が行われ、個人県民税の収入額が概ね倍増した。 

 ・平成21年度は世界同時不況により企業業績が大幅に悪化したことに加えて、地方法人特別税の導入 

  （H20.10月～）により、法人二税の収入額が大幅に減少した。 

・端数処理により合計が一致しない箇所がある。 

 



２．税目別の決算状況 
 

（１）個人県民税  ５３４億４，９５８万円（＋６億７，６３７万円 ＋１．３％） 

   納税義務者数および一人当たり税額の増により、個人県民税均等割・所得割が増収と

なった。 

 

（２）法人二税   ４１３億２，７３６万円（＋１５億１，７７３万円 ＋ ３．８％） 

   ○法人県民税  ７４億６，０２６万円（△１４億２，８７７万円 △１６．１％） 

   ○法人事業税 ３３８億６，７１１万円（＋２９億４，６５０万円 ＋ ９．５％） 
 
   地方法人課税の偏在是正措置の見直しの影響に加え、円安が持続している中で輸

出関連企業を中心に企業業績が堅調に推移し、特に情報通信機械製造業等が好

調であったことにより、増収となった。 

 

※ 地方法人課税の偏在是正措置の見直し（平成26年10月1日以降に開始する事業年度から） 

①法人県民税法人税割の税率引下げ（地方交付税原資化） 

②法人事業税の税率引上げ（地方法人特別税の一部復元） 

 

 【業種別の調定状況】 

  ◇製 造 業  製造業全体では対前年度４．１％の増となった。 

         情報通信機械製造業やその他の化学工業、ゴム・皮製品製造業等で増と

なった。 

 

  ◇非製造業  非製造業全体では対前年度３．２％の増となった。 

         建設業やサービス業等で増となった。 

 

（３）地方消費税  ２０９億９，９５０万円（＋９１億４，７１１万円 ＋７７．２％） 

   税率引き上げの影響により、大幅な増収となった。 

 

  【参考】清算後の地方消費税 484億8,595万円（＋197億 6,713万円 ＋68.8％） 

 

（４）自動車税   １８０億２，７４９万円（△１億９，１８１万円 △１．１％） 

   排気量の大きい乗用車の課税台数が減少するとともに、普通自動車から軽自動車への

乗り換えが進んだことにより、減収となった。 

 

（５）軽油引取税  １２１億  ７８１万円（△１億９，９７１万円 △１．６％） 

   自動車による貨物輸送量の減少や自動車の燃費性能の向上等により、軽油需要が減少

したため、減収となった。 

 

（６）不動産取得税  ３６億６，３６７万円（△１億６，３７９万円 △４．３％） 

   建物の新築取得分が減少したため、減収となった。 

 

 



 

（７）自動車取得税  １６億２，４３９万円（＋６億７，５８９万円 ＋７１．３％） 

   エコカー減税の燃費基準の厳格化に伴い、非課税対象車が減少したことにより、増収

となった。 

 

（８）県たばこ税   １５億６，７４５万円（△３，４８５万円 △２．２％） 

   たばこの売上本数が減少したため、減収となった。 

 

（９）個人事業税   １３億８，１３０万円（＋６，７８０万円 ＋５．２％） 

   景気回復で課税人員や１人当たりの課税所得が増加したことにより、増収となった。 

 

（10）ゴルフ場利用税 １１億１，８７６万円（△１１５万円 △０．１％） 

   課税人員は増加したが、一人当たり税額が減少したため、昨年度とほぼ同額となった。 

 

（11）県民税利子割   ６億１，３５０万円（△９，７５２万円 △１３．７％） 

   銀行預金利子等の減少により、減収となった。 

 

（12）その他の税      ６，９０７万円（＋５６９万円 ＋９．０％） 

   鉱区税、狩猟税、産業廃棄物税ほか。 

    

 


